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11) Th. Leipart,a.a.O.,S. 142.
　第四節　　むすび
　はじめに述べたように，本稿は，レギーンが自由労働組合総務会議長に
就任して以降，彼のもうひとつの活動舞台であった帝国議会の議員として，
またドイツ社会民主党の党員として，それぞれの会議におけるレギーンの
発言を通して，彼の問題関心の所在を明らかにしてきたが，最後に，そこ
からヅァイマル期に成立したドイツ労働総同盟の経済民主主義への道を展
望することによって，むすびとしたい。
　まず，帝国議会におけるレギーンの発言の要点をまとめてみると，第１
に，レギーンによる労働者の自主的な組織への重視と結びついて，回結権
の確立の要請である。当時，帝国議会において社会主義者鎮圧法の延長廃
止以後，労使関係を規制する法的関係は，営業条例第152条，第153条の
一般的規定を根拠に行われるようになった。同条例第152条１項は，団結
禁止の解除を謳っており，団結権は国家的保障を受けないまでも放任され
ることを意味していた。ところが，開法２項および同第153条では，個別
契約の自由の原則の上に立って，団結を強要する者にたいする刑罰規定を
設けており，むしろ団結しない自由を保護することによって労働者の団結
権を事実上著しく制限するよう定められていた。 1890年以降の政府の労
働政策は，同年の帝国営業条例第153条修正案にはじまって，1894年の
いわゆる「転覆法案」，さらに1899年の通称「懲役法案」に象徴されるよ
引こ，帝国営業条例第153条の拡張によって労働組合運動に対する弾圧強
化の方向をたどった。雇主側も「ヘル・イム・ハウゼ」的支配感覚から，
労働組合をいっさい認めようとせず，「就労希望者」つまりストライキ破
りからなる黄色組合を組織してこれに対抗したのであった。このような第
一次大戦前におけるドイツ第２帝政の反動的な社会風土のもとで，自らの
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地歩を固めなければならなかった自由労働組合と総務委員会は，常に組織
防衛上の不安に脅かされていたため，あらゆる手段を用いて団結権の確立
と労働組合の市民権の獲得に主要な目標を向けざるをえなかったわけであ
る。レギーンは，この要求を「連帯」という倫理的価値を基礎に正当化し
た。
　第２は，社会民主党からの相対的自立を獲得するための努力である。社
会主義者鎮王法廃止後，社会民主党が急速な回復と躍進を遂げたのにたい
し，自由労働組合の組織化が低迷していた数年間には，党利に自由労働組
合を過小評価する傾向が目立った。とりわけ社会民主党との指導者たちの
間には，労働組合を社会民主党の単なる従属組織として軽視する態度が生
まれた。
　これにたいし自由労働組合総務会を代表するレギーンは，労働組合は政
党政治を追求すべきではなく，社会政策的目標にむかって経済闘争をこそ
第１の任務とすべきであるという組合中立論の立場から，党の組合支配か
らの脱出を求めたのであった。 1894年以降，両者の間で機関紙あるいは
大会等において激しい応酬と調停がくり返されたが，ついに1906年に，
党指導部と総務委員会との間でとり決められたマンハイム協定によって，
党からの労働組合の自立について合意が成立した。以後，社会民主党内部
における修正主義派の勢力伸長に対応して，両者の関係について自由労働
組合の優位が確立するのである。
　最後に，第３は，組合活動における社会政策の発展である。カール・レ
ギーンは1896年の社会民主党ゴータ大会で，政党と労働組合の役割の相
違を強調して，労働組合が行うべき固有な活動分野は，社会政策にあると
主張した。「労働組合がもっとも身近な社会政策の分野を取り扱うことは，
絶対に必要であると思います。労働組合ほどこれに適した団体はありませ
ん。労働組合は無条件に社会政策を行わねばなりません。……現在の法的
状態のもとでは，労働組合は社会政策に従事することはできません。しか
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し結礼法の廃止によって活動の自由が一応得られるようになれば，労働組
合は直ちに一党の大会決議があろうとなかろうと―社会政策の問題に
着手します。」1）
　自由労働組合は，第１回のハルバーシュタット大会（1892年）を除け
ば，どの大会でも社会政策問題を取り上げているが，とりわけ1890年代
末における総務会による指導体制の確立と政府の弾圧政策の緩和などを背
景に，1899年のフランクフルト大会から1902年のシュトットガルト大会
にかけて，労働者保険，請負制度の規制，家内工業，失業保険，団結権お
よび関税法の問題等当時の社会政策問題のほとんどが活溌に討議され，以
後の社会政策への取り組みに大きな役割を果たした。また，総務会のもと
に社会政策問題に専門に従事する機関として「社会政策局」が設けられ，
資料収集，会議，会談，展示，覚え書，請願，法案作成，立法団体への代
表派遣等々のほか，総務会の機関紙「コレスポンデンツブラット」による
社会政策関係の情報提供とプロパガンダに日常活動の重点がおかれた。
1890年代以降の自由労働組合とその代表たるレギーンの社会政策観は，
それまでしばしば見られたような国の社会政策にたいする批判あるいは拒
否という態度表明から，社会政策問題への自主的な取り組みに転換した。
われわれは，ここに，後のヴァイマル経済民主主義に運なる自由労働組合
の組合活動の伝統が形づくられるのを見ることができるのである。
　1) Th.Leipart,a.a.O.,S.141-2｡
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